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「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」の改定に関するお知らせ 
 

当社は 2025年 12月 15日付で、取締役会において「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」の

改定について決議しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

改定の内容 変更部分に下線を付しております。 

改定前 改定後 

第１章 第３条（株主総会） 

２．当社は、株主総会において株主が適切な判断を

行う上で必要と考えられる情報については、招

集通知の記載内容を充実させるとともに、決算

短信、有価証券報告書、四半期報告書、決算説

明会資料、適時開示資料等の IR資料を当社ホー

ムページにおいて開示することで随時提供す

る。 

２．当社は、株主総会において株主が適切な判断を

行う上で必要と考えられる情報については、招

集通知の記載内容を充実させるとともに、決算

短信、有価証券報告書、半期報告書、決算説明

会資料、適時開示資料等の IR 資料を当社ホー

ムページにおいて開示することで随時提供す

る。 

第１章 第４条（資本政策の基本的な方針） 

株主還元については、グループの経営基盤のより

一層の強化と今後の事業展開のために必要な内部

留保を確保しつつ、株主に対し業績に応じた利益

還元を図ることを基本方針としており、連結配当

性向 35％程度を目途に中間配当と期末配当の年

２回の剰余金の配当を行う。 

株主還元については、グループの経営基盤のより

一層の強化と今後の事業展開のために必要な内

部留保を確保しつつ、株主に対し業績に応じた利

益還元を図ることを基本方針としており、連結株

主資本配当率（DOE）３％以上を基準として中間配

当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行う。 

第３章 第 10条（社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題） 



                    

３．当社は、かけがえのない地球を未来に引き継ぐ

ことが人類共通の重要課題であることを認識

し、総合香料メーカーとしての全ての事業活動

において地球環境保全に配慮して行動すること

を環境理念として定め、環境保全に対する姿勢

を明確にする。 

また、環境安全活動方針を定め、全社の方針を

基に各事業所で具体的な方針と施策を実施す

る。環境安全活動方針は年１回見直しを行い、

継続的な改善を進める。 

３．当社は、かけがえのない地球を未来に引き継ぐ

ことが人類共通の重要課題であることを認識

し、総合香料メーカーとしての全ての事業活動

において地球環境保全に配慮して行動するこ

とを環境理念として定め、環境保全に対する姿

勢を明確にする。 

また、環境安全方針を定め、全社の方針を基に

各事業所で具体的な方針と施策を実施する。環

境安全方針は年１回見直しを行い、継続的な改

善を進める。 

第５章 第 19条（取締役の報酬） 

３．取締役（社外取締役を除く）の報酬については、

基本報酬、賞与、及び中長期的な業績向上と株主

価値向上に対する貢献意欲や士気を高めることを

目的とする株式報酬型ストックオプションにより

構成する。 

３．取締役（社外取締役を除く）の報酬については、

基本報酬、賞与、及び中長期的な業績向上と株

主価値向上に対する貢献意欲や士気を高める

ことを目的とする譲渡制限付株式により構成

する。 

第６章 第 29条（株主との建設的な対話に関する方針） 

当社は、ＩＲ担当取締役を定め、ＩＲ担当部署

である経営企画部が窓口となって株主・投資家

との対話に積極的に対応する体制を整備する。

なお、株主・投資家より個別に要望があった場

合には、可能かつ合理的な範囲内でＩＲ担当取

締役が対応する。 

 

当社は、ＩＲ担当役員を定め、ＩＲ担当部署で

ある経営企画部が窓口となって株主・投資家と

の対話に積極的に対応する体制を整備する。な

お、株主・投資家より個別に要望があった場合

には、可能かつ合理的な範囲内でＩＲ担当役員

が対応する。 

２．年に２回決算説明会を開催し、代表取締役社

長が決算の概要、経営戦略等を説明する場を設

け、当社の経営戦略等に対する理解を深める機

会の創出に努める。 

２．年に２回決算説明会を開催し、代表取締役が決

算の概要、経営戦略等を説明する場を設け、当

社の経営戦略等に対する理解を深める機会の

創出に努める。 

 

以上 

 

 


